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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流入口および流出口を有し、流体を収容する空間を形成する弁箱と、
　前記弁箱の壁に形成された貫通孔に挿通され、該貫通孔の長さ方向に沿って移動するこ
とによって、前記流入口から前記空間へ流入して前記流出口から流れ出る流体の流れを遮
断する弁体を移動させる弁軸と、
　前記弁軸が挿通された挿通孔を有し、外周端部が前記弁箱の前記貫通孔の周縁に固定さ
れるとともに該挿通孔の周縁が前記弁軸の外周に固定されて前記弁箱の前記貫通孔と前記
弁軸との間の隙間を塞ぐ第１の可撓性膜と、
　前記弁箱の壁の一部を形成する第２の可撓性膜と、を備えた、バルブ装置。
【請求項２】
　前記弁軸の移動に連動して、前記弁軸の移動によって前記第１の可撓性膜が変形する方
向とは反対の方向に前記第２の可撓性膜を変形させる変形機構をさらに備えた、請求項１
に記載のバルブ装置。
【請求項３】
　前記変形機構は、前記第２の可撓性膜に固定された棒部材を含み、該棒部材が移動する
ことによって前記第２の可撓性膜を変形させる機構である、請求項２に記載のバルブ装置
。
【請求項４】
　前記弁軸が挿通された孔を有し、前記空間を、前記第１および第２の可撓性膜を含む前
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記弁箱の壁によって形成された第１室と、前記流入口および前記流出口を含む前記弁箱の
壁によって形成された第２室と、に仕切る仕切り板をさらに備えた、請求項３に記載のバ
ルブ装置。
【請求項５】
　前記弁箱が第１の前記流出口とは別の第２の流出口を有し、
　前記第２の可撓性膜は、前記棒部材が挿通され、孔の周縁が前記棒部材の外周に固定さ
れた挿通孔を有し、
　前記棒部材は、前記第２の可撓性膜と交わる方向に沿って移動することによって、前記
流入口から前記空間へ流入して前記第２の流出口から流れ出る流体の流れを遮断する弁体
に接続されている、請求項３に記載のバルブ装置。
【請求項６】
　前記弁軸が挿通された第１の孔および前記棒部材が挿通された第２の孔を有し、前記空
間を、前記第１および第２の可撓性膜を含む前記弁箱の壁によって形成された第１室と、
前記流入口並びに前記第１および第２の流出口を含む前記弁箱の壁によって形成された第
２室と、に仕切る仕切り板をさらに備えた、請求項５に記載のバルブ装置。
【請求項７】
　前記変形機構は前記棒部材を介して前記第２の可撓性膜に接続されたアクチュエータを
含む、請求項３ないし６のいずれか１項に記載のバルブ装置。
【請求項８】
　前記変形機構は、前記弁軸に設けられた第１のラックと、前記棒部材に設けられた第２
のラックと、前記第１のラックの前記長さ方向への移動を前記第２のラックへ伝えるピニ
オンと、を含む、請求項３ないし６のいずれか１項に記載のバルブ装置。
【請求項９】
　前記変形機構は、前記弁軸および前記棒部材に連結されたリンク部材を含む、請求項３
ないし６のいずれか１項に記載のバルブ装置。
【請求項１０】
　前記弁軸が挿通された孔を有し、前記空間を、前記第１および第２の可撓性膜を含む前
記弁箱の壁によって形成された第１室と、前記流入口および前記流出口を含む前記弁箱の
壁によって形成された第２室と、に仕切る仕切り板をさらに備えた、請求項１または２に
記載のバルブ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、バルブ装置に関し、特に、流体機器からの流量を調整するバルブ装置に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　例えばポンプといった流体機器に設けられ、該流体機器から供給される流体の流量を調
整するバルブ装置が知られている。図１は、流体機器に設けられたバルブ装置の概略図で
ある。
【０００３】
　図１に示すように、バルブ装置１は、流入口２および流出口３並びに弁座４を有する弁
箱５を備える。弁座４は、弁箱５の内部に配されている。流入口２は不図示のポンプに接
続されており、該ポンプから流入口２を介して流体６が弁箱５へ供給される。弁座４には
開口が形成されており、流入口２から流入した流体６は当該開口を通過して流出口３まで
流れる。
【０００４】
　また、バルブ装置１は、弁座４の開口を開閉する弁体７を弁箱５の内部に有する。弁体
７は、弁軸８を介してアクチュエータ９に連結されており、アクチュエータ９が弁体７を
移動させることによって弁座４の開口が開閉される。
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【０００５】
　バルブ装置１の動作およびバルブ装置１の流出口３から流れ出る流体６の流量について
、図２Ａないし２Ｅおよび３を用いて説明する。図２Ａないし２Ｅはバルブ装置１の動作
を説明するための図であり、図３はバルブ装置１の流出口３から流れ出る流体６の流量の
時系列変化を示すグラフである。
【０００６】
　図２Ａに示すように、弁体７によって弁座４の開口が閉じられている状態では、流出口
３から流体６は流れ出ない（図３の期間Ｐ１）。図２Ｂに示すように、アクチュエータ９
が弁座４の開口を開く方向に弁体７を移動させることによって流出口３からの流体６の流
量が増加する（図３の期間Ｐ２）。
【０００７】
　弁座４の開口が開かれて弁体７の移動が停止している場合（図２Ｃ）には、一定の流量
で流体６が流出口３から流れ出る（図３の期間Ｐ３）。図２Ｃに示す状態から、アクチュ
エータ９が弁座４の開口を閉じる方向に弁体７を移動させることによって流出口３から流
れ出る流体６の流量が減少する（図２Ｄおよび図３の期間Ｐ４）。
【０００８】
　図２Ｅに示すように、弁体７が弁座４の開口を閉じることによって流出口３から流体６
が流れ出なくなる（図３の期間Ｐ５）。
【０００９】
　ところで、アクチュエータ９は、弁箱５の外側に設けられていることが多い。このよう
なバルブ装置１では、図１に示すように、弁軸８は弁箱５の壁に形成された貫通孔１０に
挿通されている。そして、バルブ装置１は、ＯリングやＶパッキンといった、弁軸８と貫
通孔１０との間の隙間を閉塞するシール部材１１を備える。図４は、シール部材１１とし
てＯリングが用いられたバルブ装置１の貫通孔１０付近の拡大断面図である。
【００１０】
　図４に示すように、Ｏリングからなるシール部材１１では、弁軸８とシール部材１１と
が接触しているため、弁軸８が移動することによって弁軸８やシール部材１１が磨耗しや
すい。弁軸８やシール部材１１の磨耗によって生じた磨耗くずが流体６中に混入し、該磨
耗くずを含む流体が流出口３から流れ出てしまうことがあった。
【００１１】
　このような問題点を解決しうる技術として、特開２０１１－３３０７４号公報（以下、
「特許文献１」と称す）に、シール部材１１としてダイヤフラムといった可撓性膜を用い
たバルブ装置の一例が開示されている。
【００１２】
　図５は、シール部材として可撓性膜を用いたバルブ装置１２の概略図である。なお、図
１に示されるものと同一の構成要素には、同一の符号を付して説明する。
【００１３】
　図５に示すように、バルブ装置１２は、貫通孔１０に配された可撓性膜１３を備える。
可撓性膜１３には孔が形成されており、該孔に弁軸８が挿通されている。可撓性膜１３の
孔の周縁が弁軸８の外周に固定されており、可撓性膜１３の外周端部が貫通孔１０の周縁
に固定されている。
【００１４】
　特許文献１に開示されているバルブ装置１２では、可撓性膜１３が弁軸８とともに移動
するため、弁軸８が移動しても弁軸８が磨耗することがなく磨耗くずが発生しない。した
がって、流体６への不純物の混入を抑制することができるとされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】特開２０１１－３３０７４号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　しかしながら、特許文献１に開示されているバルブ装置１２では、弁軸８の移動に伴っ
て可撓性膜１３が変形するため、バルブ装置１２の流出口３から流れ出る流体６の流量が
変動することがあった。流体６の流量の変動について、図５および６を用いて説明する。
【００１７】
　図６は、バルブ装置１２の流出口３からの流体６の流量の時系列変化を示すグラフであ
る。図６に示すグラフにおいて、実線は可撓性膜１３を用いて貫通孔１０が塞がれたバル
ブ装置１２（図５）の流量の変化を示し、鎖線はＯリングを用いて貫通孔１０が塞がれた
バルブ装置１（図１）の流量の変化を示している。
【００１８】
　弁座４の開口を開放する方向に弁軸８を移動させる場合、すなわち弁軸８が弁箱５内に
押し込まれる方向に弁軸８が移動する場合には、可撓性膜１３も弁箱５内に押し込まれ、
弁箱５の容積が減少する。したがって、弁箱５に溜まっていた流体６は、弁箱５の容積の
減少分だけ流出口３から流れ出る。その結果、バルブ装置１２（図５）の、期間Ｐ２にお
ける流量は、バルブ装置１（図１）に比べて多くなっていた。
【００１９】
　また、弁座４の開口を閉じる方向に弁軸８を移動させる場合には可撓性膜１３が弁箱５
から引き出され、弁箱５の容積が増加する。したがって、ポンプ（不図示）から送液され
た流体６の一部が弁箱５内に滞留する。その結果、バルブ装置１２（図５）の、期間Ｐ４
における流量は、バルブ装置１（図１）に比べて少なくなっていた。
【００２０】
　そこで、本発明の目的の一例は、弁軸の磨耗くずの流体への混入をもたらすことなく流
量の変動を抑制することができるバルブ装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　上記目的を達成するために、本発明の一つの態様は、弁箱と、弁軸と、第１の可撓性膜
と、第２の可撓性膜と、を備える。弁箱は、流入口および流出口を有し、内部に流体を収
容する空間を形成している。弁軸は、弁箱の壁に形成された貫通孔に挿通され、該貫通孔
の長さ方向へ移動することによって、流入口から空間へ流入して流出口から流れ出る流体
の流れを遮断する弁体を移動させる。第１の可撓性膜は、弁軸が挿通された挿通孔を有し
ている。第１の可撓性膜の外周端部が弁箱の貫通孔の周縁に固定されるとともに第１の可
撓性膜の挿通孔の周縁が弁軸の外周に固定されて弁箱の貫通孔と弁軸との間の隙間が塞が
れている。第２の可撓性膜は、弁箱の壁の一部を形成している。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明のバルブ装置によれば、弁軸の磨耗くずの流体への混入をもたらすことなく流量
の変動を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】関連するバルブ装置の概略図である。
【図２Ａ】関連するバルブ装置の動作を説明するための図である。
【図２Ｂ】関連するバルブ装置の動作を説明するための図である。
【図２Ｃ】関連するバルブ装置の動作を説明するための図である。
【図２Ｄ】関連するバルブ装置の動作を説明するための図である。
【図２Ｅ】関連するバルブ装置の動作を説明するための図である。
【図３】関連するバルブ装置の流出口から流れ出る流体の流量の時系列変化を示すグラフ
である。
【図４】シール部材としてＯリングが用いられたバルブ装置の貫通孔付近の拡大断面図で
ある。
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【図５】シール部材として可撓性膜が用いられたバルブ装置の概略図である。
【図６】図５に示されるバルブ装置の流出口から流れ出る流体の流量の時系列変化を示す
グラフである。
【図７】本発明の第１の実施形態例に係るバルブ装置の概略図である。
【図８Ａ】図７に示すバルブ装置の閉状態を示す概略図である。
【図８Ｂ】図７に示すバルブ装置の開状態を示す概略図である。
【図９Ａ】本発明の第２の実施形態例に係るバルブ装置の閉状態を示す概略図である。
【図９Ｂ】本発明の第２の実施形態例に係るバルブ装置の開状態を示す概略図である。
【図１０】変形機構としてラックピニオン機構を用いたバルブ装置の概略図である。
【図１１】変形機構としてリンク機構を用いたバルブ装置の概略図である。
【図１２】本発明の第３の実施形態例に係るバルブ装置の概略図である。
【図１３】第３の実施形態例の変形例に係るバルブ装置の概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、本発明の実施形態例に係るバルブ装置について、図面に基づいて詳細に説明する
。なお、本発明の実施形態例に係るバルブ装置の構成要素のうち、図１および５に示され
る構成要素と同一の構成要素には同一の符号を付し、その説明を省略する。
【００２５】
　（第１の実施形態例）
　図７は、本発明の第１の実施形態例に係るバルブ装置の概略図である。
【００２６】
　図７に示すように、本実施形態例のバルブ装置１４は、流入口２および流出口３を有し
、流体６を収容する空間を形成する弁箱５を備えている。弁箱５内には開口を有する弁座
４が配されており、流入口２から流入した流体６は当該開口を通過して流出口３まで流れ
る。
【００２７】
　また、バルブ装置１４は、弁箱５の内部に弁座４の開口を開閉する弁体７を備えている
。弁座４の開口が閉じられることによって、流入口２から弁箱５内の空間へ流入して流出
口３から流れ出る流体６の流れが遮断される。
【００２８】
　弁体７は、弁軸８を介して、弁箱５の外側に設けられたアクチュエータ９に連結されて
いる。アクチュエータ９が弁体７を移動させることによって弁座４の開口が開閉される。
アクチュエータ９としては、エアシリンダやモータを用いることができる。
【００２９】
　なお、本書の説明において、弁座４の開口が閉じられている状態を閉状態といい、該開
口が開かれている状態を開状態という。
【００３０】
　弁軸８は、弁箱５の壁に形成された貫通孔１０に挿通されている。弁箱５の外側に位置
する弁軸８の周囲には弁軸ガイド１５が設けられている。弁軸ガイド１５によって、弁軸
８の移動方向は貫通孔１０の長さ方向に規制されている。
【００３１】
　貫通孔１０には、ダイヤフラムといった第１の可撓性膜１３が設けられている。第１の
可撓性膜１３には、弁軸８が挿通された挿通孔が形成されている。第１の可撓性膜１３の
外周端部は貫通孔１０の周縁に固定されており、第１の可撓性膜１３の挿通孔の周縁が弁
軸８の外周に固定されている。したがって、第１の可撓性膜１３によって貫通孔１０と弁
軸８との間の隙間が完全に塞がれている。
【００３２】
　弁箱５の壁の一部は、第１の可撓性膜１３とは別の第２の可撓性膜１６によって形成さ
れている。第２の可撓性膜１６としては、ダイヤフラムを用いることができる。
【００３３】
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　次に、バルブ装置１４の動作について、図８Ａおよび８Ｂを用いて説明する。図８Ａは
閉状態にあるバルブ装置１４の概略図であり、図８Ｂは開状態にあるバルブ装置１４の概
略図である。
【００３４】
　図８Ａおよび８Ｂに示すように、バルブ装置１４が閉状態から開状態へ移行する際には
、弁箱５内に押し込まれる方向に弁軸８が移動する。第１の可撓性膜１３は弁軸８に固定
されているため、弁軸８の移動に伴って第１の可撓性膜１３も弁箱５内に押し込まれる。
すなわち、第１の可撓性膜１３は、弁箱５の容積を減少させる方向に変形する。
【００３５】
　弁箱５の容積の減少に伴って、弁箱５内の流体６の圧力が上昇する。その結果、第２の
可撓性膜１６は、弁箱５から引き出される方向、すなわち弁箱５の容積を増加させる方向
に変形する。第１の可撓性膜１３が弁箱５の容積を減少させる方向に変形し、第２２の可
撓性膜１６が弁箱５の容積を増加させる方向に変形するため、弁箱５の容積はほとんど変
動しない。
【００３６】
　バルブ装置１４が開状態から閉状態へ移行する際には、弁箱５から引き出される方向に
弁軸８が移動し、第１の可撓性膜１３は弁箱５の容積を増加させる方向に変形する。
【００３７】
　弁箱５の容積の増加に伴って、弁箱５内の流体６の圧力が低下する。その結果、第２の
可撓性膜１６は、弁箱５内へ押し込まれる方向、すなわち弁箱５の容積を減少させる方向
に変形する。第１の可撓性膜１３が弁箱５の容積を増加させる方向に変形し、第２２の可
撓性膜１６が弁箱５の容積を減少させる方向に変形するため、弁箱５の容積はほとんど変
動しない。
【００３８】
　このように、弁箱５内へ押し込まれる方向に弁軸８が移動する場合であっても、弁箱５
から引き出される方向に弁軸８が移動する場合であっても、弁箱５の容積は変化しない。
したがって、本実施形態例に係るバルブ装置１４では、弁軸８が移動しても、バルブ装置
１４の流出口３から流れ出る流体６の流量はほとんど変動しない。
【００３９】
　また、本実施形態例に係るバルブ装置１４は、図７に示すように、弁箱５内を、第１室
５ａおよび第２室５ｂに仕切る仕切り板１７をさらに備えている。仕切り板１７には孔が
形成されており、当該孔に弁軸８が挿通されている。
【００４０】
　第１室５ａは、第１および第２の可撓性膜１３，１６を含む弁箱５の壁および仕切り板
１７によって形成されている。第２室５ｂは、流入口２および流出口３を含む弁箱５の壁
および仕切り板１７によって形成されている。
【００４１】
　第１の可撓性膜１３が変形して第１室５ａ内の流体６の圧力が上昇すると第２の可撓性
膜１６が弁箱５から引き出される方向に変形する。その結果、第１室５ａ内の流体６の圧
力は低下して元の値に戻る。すなわち、第１の可撓性膜１３が変形しても第１室５ａ内の
流体６の圧力はほとんど変化しない。
【００４２】
　第１室５ａおよび第２室５ｂが仕切り板１７によって仕切られているため、第１の可撓
性膜１３が弁箱５内に押し込まれる方向に変形しても、第１室５ａ内の流体６は第２室５
ｂへ向かって流れにくい。すなわち、第１室５ａ内の流体６の圧力の変動は第２室５ｂへ
伝わりにくい。したがって、バルブ装置１４の流出口３から流れ出る流体６の流量の変動
をより抑制することができる。
【００４３】
　なお、仕切り板１７の孔と弁軸８との間の隙間には、Ｏリングといったシール部材が設
けられていないため、弁軸８は磨耗しない。したがって、弁軸８の磨耗により発生する磨
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耗くずの流体６への混入はもたらされない。
【００４４】
　仕切り板１７の孔と弁軸８との間の隙間は、第１室５ａ内の流体６の圧力の変動が第２
室５ｂへ伝わらない程度の大きさ、例えば１００μｍ程度が好ましい。
【００４５】
　さらに、第２の可撓性膜１６は、第１の可撓性膜１３よりも変形しやすい材質や寸法で
設計されていることが望ましい。例えば、第１の可撓性膜１３を形成する素材の弾性率よ
りも小さい素材を用いて第２の可撓性膜１６を成形したり、第２の可撓性膜１６の面積を
第１の可撓性膜１３の面積よりも大きしたりすることが挙げられる。
【００４６】
　このように設計することによって、第１の可撓性膜１３の変形による弁箱５内の流体６
の圧力の変動に対応して第２の可撓性膜１６が変形しやすくなり、当該圧力の変動を抑制
することができる。その結果、バルブ装置１４の流出口３からの流体６の流量の変動がよ
り抑制される。
【００４７】
　（第２の実施形態例）
　続いて、本発明の第２の実施形態例に係るバルブ装置について、図９Ａおよび９Ｂを用
いて説明する。図９Ａは本実施形態例に係るバルブ装置１８の閉状態を示す概略図であり
、図９Ｂはバルブ装置１８の開状態を示す概略図である。
【００４８】
　なお、第１の実施形態例に係るバルブ装置１４の構成要素と同一の構成要素には同一の
符号を付し、その説明を省略する。
【００４９】
　図９Ａおよび９Ｂに示すように、バルブ装置１８は、第２の可撓性膜１６を変形させる
変形機構１９を備えている。変形機構１９は、棒部材２０を介して第２の可撓性膜１６に
連結されたアクチュエータ２１を備えている。
【００５０】
　アクチュエータ２１は、不図示の制御手段に接続されており、アクチュエータ９の動作
に連動して第２の可撓性膜１６を変形させる。アクチュエータ９が弁軸８を弁箱５内へ押
し込む際には、アクチュエータ２１は第２の可撓性膜１６を弁箱５から引き出す方向に第
２の可撓性膜１６を変形させる。また、アクチュエータ９が弁軸８を弁箱５から引き出す
際には、アクチュエータ２１は第２の可撓性膜１６を弁箱５内へ押し込む方向へ第２の可
撓性膜１６を変形させる。
【００５１】
　すなわち、第２の可撓性膜１６は、第１の可撓性膜１３が変形する方向とは反対の方向
に変形させられる。
【００５２】
　なお、「第１の可撓性膜１３が変形する方向と反対の方向」とは、次の方向をいう。第
１の可撓性膜１３が弁箱５内に押し込まれる方向に関して反対の方向は、弁箱５から引き
出される方向である。第１の可撓性膜１３が弁箱５から引き出される方向に関して反対の
方向は、弁箱５内へ押し込まれる方向である。
【００５３】
　弁軸８の移動、すなわち第１の可撓性膜１３の変形に伴って第２の可撓性膜１６が変形
機構１９によって変形させられるため、弁箱５の容積は変化しない。したがって、本実施
形態例に係るバルブ装置１８では、弁軸８が移動しても、バルブ装置１８の流出口３から
流れ出る流体６の流量の変動は抑制される。
【００５４】
　変形機構１９として、ピニオンおよびラックを用いた機構やリンク機構を採用すること
が可能である。図１０は、変形機構１９としてピニオンおよびラックを用いたバルブ装置
１８の概略図である。
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【００５５】
　図１０に示すように、弁軸８に第１のラック２２が設けられており、第２の可撓性膜１
６に第２のラック２３が設けられている。第１および第２のラック２２，２３の歯は、弁
軸８の軸方向に沿って並んでいる。
【００５６】
　第１および第２のラック２２，２３の間にはピニオン２４が設けられており、第１のラ
ック２２の移動がピニオン２４を介して第２のラック２３へ伝えられる。したがって、弁
軸８の移動、すなわち第１の可撓性膜１３の変形に伴って第２のラック２３が移動して第
２の可撓性膜１６が変形させられる。
【００５７】
　図１１は、変形機構１９としてリンク機構を用いたバルブ装置１８の概略図である。図
１１に示すように、第２の可撓性膜１６には、弁軸８の移動方向に沿って延びる棒部材２
０が設けられており、弁軸８および棒部材２０はリンク部材２５を介して連結されている
。
【００５８】
　リンク部材２５は棒形状を有しており、該棒形状の軸方向の一箇所を中心に回転可能に
設けられている。棒部材２０が移動することによってリンク部材２５が当該箇所を中心に
回転し、棒部材２０は弁軸８の移動方向とは反対の方向に移動する。その結果、第２の可
撓性膜１６は、第１の可撓性膜１３とは反対の方向に変形する。
【００５９】
　第２の可撓性膜１６が第１の可撓性膜１３とは反対の方向に変形することによって、弁
箱５の容積の変動は抑制される。したがって、弁軸８が移動しても、バルブ装置１８の流
出口３から流れ出る流体６の流量の変動は抑制される。
【００６０】
　変形機構１９としてラックピニオン機構やリンク機構を用いたバルブ装置１８（図１０
および１１）では、弁軸８を移動させるアクチュエータ９で第２の可撓性膜１６を変形さ
せることができるため、図９Ａおよび９Ｂに示されるアクチュエータ２１を必要としない
。ラックピニオン機構やリンク機構は、アクチュエータよりも安価で実現することが可能
であり、バルブ装置１８の製作コストを抑制することができる。
【００６１】
　（第３の実施形態例）
　続いて、本発明の第３の実施形態例に係るバルブ装置について、図１２を用いて説明す
る。図１２は、本発明の第３の実施形態例に係るバルブ装置の概略図である。なお、第１
および第２の実施形態例に係るバルブ装置１４，１８の構成要素と同一の構成要素には同
一の符号を付し、その説明を省略する。
【００６２】
　図１２に示すように、本実施形態例に係るバルブ装置２６は、弁箱５の内部に設けられ
た、弁座４とは異なる第２の弁座２７を備える。第２の弁座２７には開口が形成されてい
る。そして、弁箱５は流出口３とは異なる第２の流出口２８を有する。なお、本実施形態
例において、流出口３を第１の流出口３と称し、弁座４を第１の弁座４と称する。
【００６３】
　弁箱５の内部は、流入口２から第１および第２の弁座４，２７の開口までの流路と、第
２の第１の弁座４の開口から第１の流出口３までの流路と、第２の弁座２７の開口から第
２の流出口２８までの流路と、に分けられている。すなわち、流入口２から弁箱５の内部
に流入した液体６は、第１の弁座４の開口、または第２の弁座２７の開口へ向かって流れ
る。第１の弁座４の開口を通過した液体６は第１の流出口３から流出し、第２の弁座２７
の開口を通過した液体６は第２の流出口２８から流出する。
【００６４】
　また、バルブ装置２６は第２の弁座２７の開口を開閉する第２の弁体２９を弁箱５の内
部に備える。第２の弁座２７の開口が閉じられることによって、第２の流出口２８から液
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体６が流れ出なくなる。
【００６５】
　第２の弁体２９は、棒部材２０を介して弁箱５の外側に設けられたアクチュエータ２１
に連結されている。アクチュエータ２１が棒部材２０を介して第２の弁体２９を移動させ
ることによって第２の弁座２７の開口が開閉される。すなわち、棒部材２０は第２の弁体
２９を移動させる第２の弁軸として機能する。
【００６６】
　アクチュエータ２１としては、エアシリンダやモータを用いることができる。
【００６７】
　本実施形態例では、第２の可撓性膜１６は、棒部材２０が挿通された挿通孔を有する。
そして、第２の可撓性膜１６の挿通孔の周縁が棒部材２０の外周に固定されている。した
がって、棒部材２０が第２の可撓性膜１６と交わる方向に沿って移動することによって、
第２の可撓性膜１６が変形する。すなわち、アクチュエータ２１に接続された棒部材２０
は、第２の可撓性膜１６を変形させる変形機構として機能する。
【００６８】
　アクチュエータ２１は不図示の制御手段に接続されており、アクチュエータ９の動作に
連動して棒部材２０を移動させる。
【００６９】
　具体的には、アクチュエータ９が弁軸８を弁箱５内へ押し込む際には、アクチュエータ
２１は棒部材２０を弁箱５から引き出す。また、アクチュエータ９が弁軸８を弁箱５から
引き出す際には、アクチュエータ２１は棒部材２０を弁箱５内へ押し込む。
【００７０】
　第１の可撓性膜１３が弁軸８に固定されており、第２の可撓性膜１６が棒部材２０に固
定されているため、弁軸８および棒部材２０の移動に伴って第１および第２の可撓性膜１
３，１６が変形する。弁軸８が弁箱５内へ押し込まれて棒部材２０が弁箱５から引き出さ
れる際には、第１の可撓性膜１３は弁箱５内に押し込まれて第２の可撓性膜１６は弁箱５
から引き出される。また、弁軸８が弁箱５から引き出されて棒部材２０が弁箱５内へ押し
込まれる際には、第１の可撓性膜１３は弁箱５から引き出されて第２の可撓性膜１６は弁
箱５内へ押し込まれる。
【００７１】
　このように、第２の可撓性膜１６は、第１の可撓性膜１３が変形する方向とは反対の方
向に変形する。したがって、本実施形態例に係るバルブ装置１８では、弁軸８が移動して
も弁箱５の容積は変化せず、バルブ装置１８の流出口３から流れ出る流体６の流量の変動
は抑制される。
【００７２】
　また、弁体、弁軸をそれぞれ複数備えるバルブ装置においては、弁軸を移動させるため
のアクチュエータも複数備えることが多い。本実施形態例では、弁軸を移動させるための
複数のアクチュエータで複数の可撓性膜を変形させるため、可撓性膜を変形させるためだ
けのアクチュエータを設ける必要がなく、バルブ装置の製作コストを削減することができ
る。
【００７３】
　変形機構１９として、ピニオンおよびラックを用いた機構やリンク機構を採用すること
が可能である（図１０，１１参照）。変形機構１９としてラックピニオン機構やリンク機
構を用いた場合、弁軸８を移動させるアクチュエータ９で第２の可撓性膜１６を変形させ
ることができるため、図１２に示されるアクチュエータ２１を必要としない。ラックピニ
オン機構やリンク機構は、アクチュエータよりも安価で実現することが可能であり、バル
ブ装置２６の製作コストを抑制することができる。
【００７４】
　なお、本実施形態例は、図１２に示される例に限られない。
【００７５】
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　具体的には、図１２に示される例では、第２の弁座２７の開口は、棒部材２０を弁箱５
内へ押し込むことによって開かれ、棒部材２０を弁箱５から引き出すことによって閉じら
れる。すなわち、第１の弁座４の開口が閉状態から開状態へ切り替えられると、第２の弁
座２７の開口は開状態から閉状態へ切り替えられる。第１の弁座４の開口が開状態から閉
状態へ切り替えられると、第２の弁座２７の開口は閉状態から開状態へ切り替えられる。
【００７６】
　本実施形態例は、第１の弁座４の開口および第２の弁座２７の開口のどちらか一方が閉
状態の場合には他方が開口となるバルブ装置に限定されるものではない。例えば、第１の
弁座４の開口が閉状態の場合には第２の弁座２７の開口も閉状態とされ、第１の弁座４の
開口が開状態の場合には第２の弁座２７の開口も開状態とされるバルブ装置にも適用する
ことができる。
【００７７】
　このようなバルブ装置としては、棒部材２０を弁箱５内へ押し込むことによって第２の
弁座２７の開口が閉じられ、棒部材２０を弁箱５から引き出すことによって第２の弁座２
７の開口が開かれるバルブ装置が挙げられる。この場合、第１の弁座４の開口が閉状態か
ら開状態へ切り替えられると第２の弁座２７の開口は開状態から閉状態へ切り替えられる
。第１の弁座４の開口が開状態から閉状態へ切り替えられると第２の弁座２７の開口は閉
状態から開状態へ切り替えられる。
【００７８】
　また、棒部材２０を移動させる機構として、ピニオンおよびラックを用いた機構やリン
ク機構を採用することが可能である。
【００７９】
　さらに、図１３に示されるように、バルブ装置２６は、弁箱５内を、第１室５ａ、第２
室５ｂおよび第３室５ｃに仕切る仕切り板３０をさらに備えていてもよい。
【００８０】
　仕切り板３０を備えたバルブ装置２６について説明する。
【００８１】
　仕切り板３０は、弁軸８が挿通された第１の孔と、棒部材２０が挿通された第２の孔と
、を有する。そして、第１室５ａは第１および第２の可撓性膜１３，１６を含む弁箱５の
壁および仕切り板１７によって形成されており、第２室５ｂは、流入口２並びに第１およ
び第２の流出口３，２８を含む弁箱５の壁および仕切り板３０によって形成されている。
【００８２】
　第１室５ａおよび第２室５ｂが仕切り板３０によって仕切られているため、第１の可撓
性膜１３が弁箱５内に押し込まれる方向に変形しても、第１室５ａ内の流体６は第２室５
ｂへ向かって流れにくい。すなわち、第１室５ａ内の流体６の圧力の変動は第２室５ｂへ
伝わりにくい。したがって、バルブ装置２６の第１および第２の流出口３，２８から流れ
出る流体６の流量の変動をより抑制することができる。
【００８３】
　なお、仕切り板３０の第１の孔と弁軸８との間の隙間や仕切り板３０の第２の孔と棒部
材２０との間の隙間にはＯリングといったシール部材が設けられていないため、弁軸８や
棒部材２０は磨耗しない。したがって、弁軸８や棒部材２０の磨耗により発生する磨耗く
ずの流体６への混入はもたらされない。
【００８４】
　仕切り板３０の第１の孔と弁軸８との間の隙間や、仕切り板３０の第２の孔と棒部材２
０との間の隙間は、第１室５ａ内の流体６の圧力の変動が第２室５ｂへ伝わらない程度の
大きさ、例えば１００μｍ程度が好ましい。
【００８５】
　以上、実施形態例を参照して本願発明を説明したが、本願発明は上記実施形態例に限定
されるものではない。本願発明の形や細部には、本願発明の技術思想の範囲内で当業者が
理解し得る様々な変更をすることができる。
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【００８６】
　この出願は、２０１１年９月２６日に出願された日本出願特願２０１１－２０８４９８
および２０１２年７月３１日に出願された日本出願特願２０１２－１６９９３９を基礎と
する優先権を主張し、その開示の全てをここに取り込む。
【符号の説明】
【００８７】
　２　　　流入口
　３　　　流出口
　４　　　弁座
　５　　　弁箱
　６　　　流体
　７　　　弁体
　８　　　弁軸
１０　　　貫通孔
１３　　　第１の可撓性膜
１４　　　バルブ装置
１６　　　第２の可撓性膜
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